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改良土製造工場の登録に関する認定基準 

 

 

１ 目的 

本基準は、堺市上下水道局（以下「上下水道局」という。）が発注する工事の埋め戻

し等に使用する生石灰等で改良した改良土の製造工場の登録に関する認定基準、その

他必要な事項を定める。 

 

２ 認定期間 

認定期間は、認定日から認定日が属する年度の３月３１日までとする。 

なお、本基準により認定したプラントは、認定期間中上下水道局ホームページに掲

載するものとする。 

 

３ 認定条件 

(1)  改良土の品質が別紙１「改良土の品質基準」及び別紙２「土壌汚染の数値基

準」（以下「別紙の基準」という。）の規格を満足することができる改良土を製造

できること。 

(2)  改良土の販売、建設発生土の受入れ及び再資源化は土質改良プラントを有する

同一施設で行っていること。 

(3)  改良土の搬出及び建設発生土の受入れ時に計量できるトラックスケール等の設

備を設置し、伝票等で搬出入量を証明できること。 

(4)  改良土等の納品伝票には工事名、受注者（元請業者）名、プラントと直接取引

を行う業者名（下請業者、再委託先等が直接の取引先である場合）を必ず記載す

ること。 

(5)  計量証明事業者であること。 

(6)  上下水道局が品質管理等の結果報告書及び出荷状況等の報告を請求した場合、

これに協力できること。 

(7)  改良土製造工場又はその役員等が堺市上下水道局契約関係暴力団排除措置要綱

（平成２９年制定）に基づく入札参加除外を受けた者又は堺市暴力団排除条例

（平成２４年条例第３５号）第２条第２号に規定する暴力団員及び同条第３号に

規定する暴力団密接関係者でないこと。 

(8)  その他次項以下に示す内容を満足できること。 

 

４ 認定手続 

(1)  新規申請 

ア 申請時期 
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受け付けは上下水道局開庁日に行うこととする。また次年度の４月１日からの

認定を希望する者は、１月３１日までに第４条（１）イに掲げる書類を提出しな

ければならない。（提出期日が開庁日でない場合は、翌開庁日とする。） 

 

イ 申請書類 

新規の認定を受けようとする者は、認定願（新規）（様式第１号）を上下水道局

に提出しなければならない。また、各種土質試験、環境基準試験、設備・機材等

の検査に要する費用は、すべて申請者の負担とする。 

申請書に添付する書類は次のとおりとする。 

(ｱ) 「別紙の基準」の規格を満足することが証明できる申請時からさかのぼって１

年以内の試験証明書（第三者機関によるものとする） 

(ｲ)  改良土の品質特性、採用実績、需要等に関する実態調査票（様式第２号） 

(ｳ)  製造設備機器及び製造機器配置図 

(ｴ)  製造工程図 

(ｵ)  工場写真 

(ｶ)  改良土製造工場の製造設備機器及び製造工程写真 

(ｷ)  届出施設届出書等の写し 

(ｸ)  会社経歴書及び会社案内 

(ｹ)  見積書（認定を希望する年度の見積） 

(ｺ)  誓約書（様式第３号） 

(ｻ)  その他技術資料 

 

ウ 提出先 

堺市上下水道局 サービス推進部 技術力強化グループ 

  

(2)  更新申請 

前回認定手続時から製造設備、製造工程等に変更がある場合は、１月３１日ま

でに第４条（２）イに掲げる書類を上下水道局に提出しなければならない。前回

認定手続時から製造設備、製造工程等に変更がない場合は、同年の２月末日まで

に事項に示す書類を提出しなければならない。（提出期日が開庁日でない場合は、

翌開庁日とする。） 

ア 申請書類 

更新の認定を受けようとする者は、認定願（更新）（様式第４号）を上下水道局

に提出しなければならない。また、各種土質試験、環境基準試験、設備・機材等

の検査に要する費用は、すべて申請者の負担とする。 

申請書に添付する書類は次のとおりとするが、前回認定時から製造設備、製造

工程等に変更がない場合は(ｳ)、(ｴ)、(ｵ)、(ｶ)は不要とする。 
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(ｱ) 「別紙の基準」の規格を満足することが証明できる申請時からさかのぼって１

年以内の試験証明書（第三者機関によるものとする） 

(ｲ)  改良土の品質特性、採用実績、需要等に関する実態調査票（様式第２号） 

(ｳ)  製造設備機器及び製造機器配置図 

(ｴ)  製造工程図 

(ｵ)  工場写真 

(ｶ)  改良土製造工場の製造設備機器及び製造工程写真 

(ｷ)  見積書（認定を希望する年度の見積） 

(ｸ)  誓約書（様式第３号） 

(ｹ)  その他技術資料 

 

イ 提出先 

堺市上下水道局 サービス推進部 技術力強化グループ 

 

(3) 変更申請 

ア 申請時期 

申請書類の内容に変更が生じた時 

 

イ 申請書類 

変更の認定を受けようとする者は、認定願（変更）（様式第５号）を上下水道局

に提出しなければならない。なお、申請書に添付する書類は第４条（１）イに掲

げる書類のうち変更するものすべてとする。 

 

ウ 提出先 

堺市上下水道局 サービス推進部 技術力強化グループ 

 

５ 書類審査及び検査（現地確認） 

検査は上下水道局の検査員が現地確認をもって行い、プラントの稼働状況等の確認

を行う。なお、検査の日程は申請者と協議の上、決定するものとする。 

 

(1)  新規（更新）申請 

上下水道局は、申請書の内容が品質基準等を満足している場合は検査を行う。 

 

(2)  変更申請 

上下水道局は、申請書の内容が品質基準等を満足している場合は、検査を行う。 
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ただし、上下水道局は、変更内容が軽微であり書類により変更内容の確認ができ

ると認めたときは、検査の一部又は全部を省略することができる。 

 

６ 認定 

上下水道局は検査の結果、申請者の工場が改良土製造工場の登録に関する認定条件

及び検査基準を満たしている場合、改良土製造工場認定書（様式第６号）により検査

の結果を申請者に通知しなければならない。 

 

７ 認定の中止 

申請者は、認定の有効期限までの日において、改良土の製造を中止する時、又は改

良土製造工場の認定の辞退を希望する時は１４日以内に改良土製造工場の認定辞退願

（様式第７号）を提出しなければならない。 

 

８ 立ち入り検査 

認定期間内であっても、上下水道局が必要であると認めたときは製造工場の立ち入

り検査を行うことができる。 

 

９ 認定の取り消し 

本基準に基づき認定された工場で製造する改良土について、立ち入り検査で不合格

となった場合は、認定の取り消しを行う。また、申請内容に虚偽があった場合、又は

納品された改良土に重大な瑕疵や不正行為が認められた場合、立ち入り検査をするこ

となく認定の取り消しを行う。 

 

10 認定書の添付 

認定工場で製造した改良土を使用するときは、水道工事、下水道工事等の受注者が

上下水道局に提出する材料承諾願に「認定書」の写しを添付するものとする。 

 

11 受入れ不可の場合 

建設発生土を受け入れる際、提出の見積書に記載の価格（砂質・礫質）での受入れ

が不可となった場合、その旨を記載した証明を搬入業者へ提出すること。 

 

12 一般事項 

本基準は令和５年１０月２７日から施行する。 


